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は　し　が　き
　現代国際社会でいわれる平和主義の理念は国家の自衛戦争を是認し，そ
のために国家の軍備の保有を肯定した上での平和体制である．つまり制限
された平和主義とでもいうべきであろう．
　しかるに，日本国憲法第九条は，のちに本文でのべるように，すでに制
定当時から第九条の規定一特に第一項一を不戦条約と同一に解釈する
見解はあったが，しかし現代国際社会の通念を超越した，一切の戦争の放
棄，軍備の完全徹廃を内容とする徹底した平和主義の確立を宣言したもの
であった．制定当時の政府答弁でも，第一項の解釈は不戦条約と同じに理
解されてはいたが，第二項の解釈によって，この理念に結果的に一致する
ものであった．そして，さらに他の国にさきがけて，この理想を宣言する
とさえ断言した．
　だが，この超国際的な理念にもとずいた，憲法第九条の地位は，制定当
時からすでに，きわめて不安定であった．それは，さらに，その後の国際
情勢の変化，それに伴うアメリカの占領政策における軍事体制の変化によ
って悪化した．
　そして，具体的には昭和25年の朝鮮動乱の勃発による警察予備隊創設
を契機として，現実的な崩壊作用がはじまった．講和条約が締結されて，
占領体制がとかれ，主権が回復すると同時に，憲法第九条は憲法改正論議
の花形となった．そして昭和29年，自衛隊が創設されるまで，憲法第九
条は政府の再軍備漸増政策によって引きずりまわされ，現実にも理論的に
も，超国際的な平和主義体制の確立という理念は崩壊し去ったのである．
　以下，本稿は平和主義体制の確立からその崩壊について，昭和29年頃
までの過程を概観するものである．
第1章平和主義体制の確立
　　第1節　現代国際社会における平和主義の限界
　　人類は，その歴史の中で，戦争の惨禍をいくどとなく体験してきている．
　戦争即歴史，といっても過言でないことは，史家の言をまつまでもあるま
　い．しかしながら，それと同時に，人類の文明の破壊者である戦争をなく
　して，平和を実現させようとする努力もs歴史の大きな一繭一勧となって
　いる．
　　1914年7月28日から1918年11月11日までの’4年間，全世界を
　一挙に戦争のルッボにおとしいれた第一次世界大戦は，人類にかってなか
　った戦争の恐怖をもたらした．この大戦をきっかけに，平和を欲する人類
　の願望は，急激に増大し，大規模な戦争防止の方策を考えるようになった．
　国際連盟は，このような目的を含んで誕生した．そして，この国際機関を
　通じて，すべての国が軍備を縮少することに同意し，戦争を法的に規制し
　て，その絶滅に努力することになった．
　　国際連盟規約は，このような世界的要望にこたえて，その前文に，　「締
蕊約国ハ戦争二訴ヘサルノ義務ヲ受諾シ，……以テ国際協力ヲ促進シ，且各
　国間ノ，平和ヲ完成……」するために，締約国相互間に於て国家政策の手
3段としての戦争を放棄することを約した．
　さらに，1928年には，　この精神を具体化した不戦条約　　正しくは戦
争の放棄に関する条約一がつくられた．その第一条で，「締約国は国際
紛争の解決のために，戦争に訴えることを不法とし，かつその相互の関係
において，国家政策の手段としての戦争を放棄することを厳粛に宣言」し
た．このような世界の動きにもかかわらず，国際連盟が充分にその機能を
発揮しないま茸に，　1939年には第二次世界大戦がはじまり，世界は再度
大規模な戦禍にみまわれ，大戦の未期には，核兵器が使用され，これまで
の戦争概念を根底からくつがえしてしまった．大戦後につくられた国際連
合は，国際連盟のあゆんだ国際政治における無能力と同じような批判をあ
びながらも，戦争防止についての数多くの規定をもった憲章を制定した．
さらに第一次大戦後以来，各国の憲法の中にも，戦争を放棄しようと宣言
する規定がみられるようになってきた1）．
　このような平和のための世界の動きが，平和主義体制のたゆまぬ努力で
あるとしても，完全に達成された平和主義体制は，今日の国際社会には存
在しないというべきであろう．なぜなら，完全な平和主義体制は，戦争そ
のものの非道徳性を追求して，国際社会から，戦争と名のつくものの一切
を消滅させることによって，達成されなければならないにもかかわらず，
国際連盟規約，不戦条約，国際連合憲章及び各国憲法規定のどれをとって
みても，そこには完全な戦争放棄，軍備の徹廃を規定しているものはない
からである．不戦条約が調印されるとき，この条約を発議した，フラソス
の外務大臣ブリァンは，　「戦争は国家的政策の手段として，無条件に放棄
された．すなわち，そのもっとも特殊なまた恐るべき形式において，つま
り利己的な，恣意的な戦争が放棄された．」「こうして恣意的な，利己的な
行為としての戦争は，もう適法なものと認められない」，とのべた2）．また，
アメリカが関係諸国にあてた通牒（1928年6月23日付）のなかで，「自
衛権は，すべての主権国家が国有し，すべての条約の中で予想されたもの
であり，すべての国家はいつでも，また条約がどのように規定しようとも，
4攻撃や侵害に対して，自由領域を防衛する自由を有している」，とのべて
いる3）．このように国家の固有の権利としての自衛権については，国際連
合憲章第51条でも次のように肯定している．すなわち，「この憲章のい
かなる規定も，国際連合加盟国に対して，武力攻撃が発生した場合には，
安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持に必要な措置をとるまでの間，
個別的または集団的自衛の固有の権利を害するものではない．」　また，各
国の憲法規定をながめてみても，自衛のための戦争を否認しているものは
ない4）．
　かくして，不戦条約において放棄された戦争とは，「恣意的な利己的な
行為としての戦争」であり，このような戦争一つまりは侵略戦争一は
放棄するが，　「攻撃や侵害に対して自国領域を防衛する自由」によって，
自衛のための戦争は，なんら放棄しているものではないということである，
また，国際連合憲章でも，本来は一切の武力攻撃の阻止手段は，国際連合
の安全保障理事会の決定で行われるのであるが，緊急の場合には，各国に
「個別的または集団的自衛の権利」を留保したのである。
　自衛戦争の正当性は，　17，18世紀の正戦論5）ときわめて類似した形6）
で，このように第一次大戦後の国際社会で認められるようになった．この
ような自衛権を国家の固有の権利とし，自衛戦争を肯定することは，結局
各国家に，そのための軍備の保有を正当化させ，口に平和を唱導しながら
も，つねに戦争への途がのこされているのである．ここに今日の国際社会
における平和主義体制への最も重要でかつ決定的な限界があるのである．
　第二次大戦後においても，武力を行使する地域的紛争が頻発している．
これらの紛争のいくつかは国際連合軍が派遺されて，かなりの効果をあげ
てきた．しかし，この連合軍の構成は，各国の保有する軍隊の提供による
ものであり，また大国に関係する紛争におけるこの連合軍の活動が制限さ
れてきたことも事実である．各国家が，軍隊を保有する今日の国際情勢の
もとでは，平和一といってもそれは，かなり制限された平和であり，完
全な平和主義体制は，まったく確立されていないというべきである．
51）第二次大戦以前の憲法では，不戦条約の規定をそのままとり入れたものが多
　い．例えばフィリッピン1935年憲法，スペイン1931年憲法等がそれである．
2）　国際法r［，新法律学演習講座，P．287．
3）　田畑茂二郎，国際法1，’法律学全集，p．250．
4）例えば，イタリヤ憲法第11条はイタリヤ国は「他国民の自由を侵害する手
　段としておよび国際紛争を解決する方法として戦争を否認し……」，大韓民国
　憲法は「……すべての侵略的な戦争を否認する」（6条）。またドイツ連邦共和
　国憲法26条の（1）では，「諸国間の平和的な共同生活をみだすおそれがあり，
　かつその意図をもって行われる行動，特に侵略戦争の遂行を準備する行動は違
　法とする．」
5）いわゆる正戦理論（just－War　doctrine）は，グロチュース，プーフェンド
　ルフ，ヴオルフ，ヴァッテル等の自然法学派の学者によってとならえた．この
　理論は，戦争の正当な原因と不正な原因とを区別し，前者の原因に基く戦争は，
　正当かつ適法な戦争であり，後者の原因に基く戦争は不正かっ違法な戦争であ
　るとした．前掲国際法H，p287．田村幸策，国際法（上）p61以下
6）　正戦理論は19世紀に入って姿をけしたが，第一次大戦後の侵略戦争を犯罪
　として法的に排除しようとする傾向は，正戦理論の復活として理解される。田
　中耕太郎，世界平和の基本的諸条件，現代国際法の課題所収，p21以下．
第二節　憲法第九条の発想とその成立
　平和主義体制の実現は，完全な軍備の徹廃の裏付けが湧ってこそ，はじ
めて可能である．しかし，今日の国際社会では，この体制の実現化をみた
例は存在しない．それは，先にのべたごとく世界のすべての国家が，主権
を維持し，自衛戦争の正当性を主張し，軍備を保有しているからである．
このような情勢のなかで，1国だけが，主権を維持しながら，軍備を徹廃
し，平和主義体制を確立させようとすることは，まことに困難な作業とい
わなければならない。
　しかるに，日本国憲法が「政府の行為によって，再び戦争の惨禍が起る
ことのないようにすることを決意し」（前文），この決意実現のため，一切
の戦争を放棄し（第九条一項），さらにその実行のため，軍備の不保持，
交戦権の否認（第九条二項）を宣言したことは，世界史的にみても，人類
史上の一大快挙ということができよう．
6　では，このような現代国際社会の通念を超越した宣言を，日本国憲法が
するようになったのはなぜか．何がこのような発想を可能ならしめだのか．
第二次大戦未期の広島・長崎への原爆投下は，単に戦争終了のきっかけを
つくっただけではなく，新しくおこるであろう，核戦争・ボタン戦争の前
ぶれでもあった．そして，核戦争の悲惨さを身をもって体験した日本国民
が，世界のいかなる国にもさきがけで，戦争の否定，軍備の不保持を宣言
したことは，単に理想論的な着想から生れたのではなく，日本国民の心か
らの悲願として生れたものであることを想起すべきである．
　たとえば，その当時の国民の感情は，衆残院における憲法改正委員会で
芦田委員長ののべた次の言葉からも，その一端をしることができる．「此
の議事堂の窓から眺めてみましても，おれわれの目に映るものは何である
か．満目薫条たる焼野原であります，そこに横旗はっておった数十万の死
体，灰儘のバラックに朝夕乾く暇なき孤児と寡婦の涙．その中から新しき
日本の憲章は生れ出づべき必然の運命にあったと，内閣はお考えにならな
いか．独り日本ばかりではありませぬ．戦に勝ったイギリスでも，ウクラ
イナの平野にも，楊子江の楊の蔭にも，同じような悲嘆の叫びが聞かれて
いるのであります．この人類の悲嘆と社会の荒廃とを静かにみつめて，わ
れわれはそこに人類共通の根本問題が横たわっていることを知り得ると思
います．この人類の共通の熱望たる戦争の放棄と，より高き文化を求める
要求とよりよき生活への願望とが，敗戦を契機として一大変革への途を余
儀なくさせたことは，疑をいれないと思う」1）．
　さらに，憲法制定議会における政府の答弁においても，「……戦争のな
い国一日本を其の魁として，平和的国家，民主的国家と致しますのには
一民主的，平和的国家を創造せしむるのには，憲法に於て，斯くの如き
大変革・劃期的の条章を設けるということも，一つの方法であると考え
て」2）……第九条の規定を設けたが，これは，「改正案における大なる眼目
をなす」3）ものであり，また，「従来，近年の戦争は多く白衛権の名にお
いて，戦われたのであります．……故にわが国に於ては如何なる名儀を以
7てしても，交戦権は先づ第一自ら進んで拗棄する．樋棄することに依って，
全世界の平和の確立に貢献する決意を先づ比の憲法に於て表明したいと思
う」4）とその決意、のほどを明らかにしている．
　もっとも，第九条成立については，軍備の徹廃は，ポッダム宣言に伴う
武装解除という占領政策の延長にしかすぎないとか5），第九条の発案が特
定個人の考えからでたものである6）とか，さらには，第二次大戦までのわ
が国の国際不協調政策を是正して他の諸国との協調を示すゼスチュアから
生れたものである7）とかいろいろな見解がみられるが，それらは，たしか
に，ある事実として起り得た現象であったかもしれない．しかし要は，当
時の日本国民の大多数が，戦争放棄，軍備の徹廃という決意をどのように
受けとめたかによって決められる問題である．このような決意は，当時の
一般世論にも強く反映していたものとみてよい．昭和21年2月6日政
府の改正草寄要綱が発表されたとき，新聞論調と世論調査の結果は，圧倒
的に，この条項を支持した8）．
　また，政府の第九条解釈で，第一項では自衛戦争はできるが，第二項で
交戦権を否認していることから結果的に自衛のための戦争もできないのだ
という解釈9）に百歩譲って，従ったとしても，憲法第九条が戦争放棄軍備
の徹廃を宣言していることは難いをいれない．
　かくして，憲法第九条は，歴史上かってなかった完全な平和主義体制の
確立をうたって，他の諸原理一民主主義・基本的人権の保障等一とと
もに，日本国憲法の中心的原理の一つとして，憲法規範となったのである．
　　1）　帝国憲法改正審議録，戦争放棄編，参議院事務局編，p126．
　　2）　前掲審議録，p　20
　　3）前掲審議録，P35
　　4）　前掲審議録，P49
　　5）　ポッダム宣言から，憲法草案に至る連合国ないしアメリカの日本に対する，
　　　完全非武装政策についての詳しい経過にないては，「憲法制定の経過に関する
　　　小委員会報告書」，憲法調査会事務局（昭和36年12月）のp261以下にの
　　　べられている．
　　6）第九条の発想は，幣原首相かマッカーサーか，いずれであるか，疑問とされ
8　ていたが，今日では弊原首相がマッカーサーに提案したのがきっかけになった
　というのが定説となっている。高柳賢三，天皇，憲法第九条，p74～77
7）　制定議会における吉田首相の答弁の中に次のような説明がある．「……日本
　に対する戦争直後以来，日本に対する再軍備であるとか，平和を愛好せざる国
　であるとか色々の疑問があり，此の疑問疑惑は日本人の立場として甚だ不利で
　ある．其の不利を除く為に，又日本が真に平和愛好国家として，世界に先立っ
　て戦争を放棄することに依って，日本の国民の意の在る所を徹底せしむる．所
　謂何と申しますか，国外の情勢に対する判断の上から言って見ても，斯くの如
　き規定を，他の憲法に類を見ざる規定を置くことが宜しいと考えて政府は此の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　規定を憲法に挿入したのであります」．前掲，審議録，p362
8）例えば，昭和21年5月27日の毎日新聞の世論調査によると，戦争放棄
　の条項を必要とするかという質問に，必要ありと答えたもの1393（70％），必
　要なしと答えたもの568（28％）と圧例的に第9条を支持している．また自衛権
　まで放棄する必要なし，または自衛権保留規定を挿入せよとする意見はで379
　あった．その他，各社の社説をみても，その理念は圧倒的に支持されているが，
　ただこの理想は日本の一方的宣言のみでは達成されぬとして，ほとんど例外な
　く国際連合への期待が強調されている．
9）前掲，審議録，p465，全森国務大臣の発言，但し全森氏は後に次のように
　のべている．「結論からいえぽ，現在の憲法でも防衛のための戦争はできる．
　……何となれば，憲法第九条で放棄しているのは国際紛争解決の手段としての
　戦争即ち侵略戦争であって，防衛戦争については，一言もふれていない。ふれ
　ていない以上はできると解すべきで，防衛もできぬ……とは解釈されない」朝
　日新聞，昭和26年1月19日，「再軍備問題と憲法」
　第三節　憲法第九条の平和主義の理念
　憲法第九条は，この憲法の指導原理である民主主義の原理とともに，こ
の憲法を支える大きな柱として，平和主義の原理を掲げたものである．で
は，憲法のいう平和主義の理念とは何か．先にいくらかは明らかにしたこ
とではあるが，ここにあらためて深く追求してみることとする．今日，平
和主義とは，「侵略的な不正な戦争」のない平和を達成することにあると
解されている、だから，「侵略的な不正な戦争」をしかけてこられたとき
は，国家が自国の自衛のため，または国際社会共同の敵として制裁のため
に戦争をする権利は残こされている．だから，まつたく戦争が否定された
9平和ではなく，またそのため，国家が軍備の保有を是認されているから，
軍備のない平和でもない．このことは，前節でのべたように，第一次大戦
後の，とくに不戦条約成立以後の平和及び戦争に対する，国際社会におけ
る一般的理念であるエ）．
　憲法第九条のいう平和主義の理念も，このような国際社会の一一般的理念
と軌を同じくするものであろうか．第九条を解釈するためにあたって，こ
のことを解明することがもっとも根本的な課題であり，わが国の再軍備政
策と第九条との宿命的な矛盾の根底ともなるものである．
　そこでまず，憲法第九条の解釈を自衛戦争肯定の立場からながめてみよ
う．憲法第九条は自衛戦争を肯定しているのだと主張する見解としては，
第九条第一項の「国際紛争を解決する手段としては，云云」という，きわ
めて不戦条約と類似したことばの解釈から導かれる．つまり「〈国際紛争
を解決する手段としては〉との限定的文句は〈戦争〉にもかかるのであっ
て，従って，〈国際紛争を解決する手段として〉の戦争以外の戦争は放棄
されていないということは認めざる得ない」2）．そして，このように考えれ
ば，「国際紛争を解決する手段として」の戦争とは「侵略的な不正な戦争」
であり，それ以外の戦争とは，「自衛のための戦争と制裁のための戦争」
ということになり，従って憲法第一項では「自衛のための戦争と制裁のた
めの戦争」は放棄されていないと解釈する．さらに第一項のこの解釈を前
提として，第二項の解釈を次のように展開する．つまり，第二項冒頭の
「前項の目的を達するために」の‘‘目的”とは「国際粉争を解決する手段
として」の戦争をすることにかかっている．従って，前説の第一項の解釈
に従えぽ，「陸海空軍，その他の戦力を保持しない」のは，侵略のための
戦争に使用するために保持しないのであって，自衛のための戦争，制裁の
ための戦争に使用する戦力については，憲法は何ら保持を禁止しているも
のではないと結論する3），
　つぎに，憲法前文の「平和を愛好する諸国民の公正と信義に信頼して」，
というが，「わが国の安全の保障は，平和を愛好する諸国民の公正と信義に
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信頼するというのであって，平和を愛好しない諸国民の不公正，不信義に
まで無条件に依存するのではないのである」4），と解し，従って，平和を愛
せざる一国の不公正と不信義とに対して，平和を愛好する諸国と共に戦う
ということは，まさに「正義と秩序に基く国際平和を誠実に希求」（第九条
第一項）するという第九条の言葉に忠実な所以であるという主張がある5）．
　これらの憲法第九条解釈論の根底には，憲法第九条のいう平和主義の理
念は，先にのべた国際社会の平和と戦争についての一般的理念を是認した
上での解釈論にほかならない．しかし，憲法第九条の平和主義の理念が，
不戦条約や国際連合憲章にみられる，自衛戦争，制裁戦争を肯定したもの
ではなく，それを超越した，一切の戦争の放棄，完全な軍備の徹廃を宣言
したものであることは次にのべるように明らかである．
　第九条第一項の規定が，不戦条約の規定ときわめて類似しているところ
から，その解釈にも，不戦条約が締結された際に理解されたと同じような
解釈論があることは，先にのべた通りであるが，「国際粉争を解決する手
段として」の戦争とは，およそ，すべての戦争を含むものと解さなければ
ならない．およそ戦争は，国際粉争を解決するために行われるものであっ
て，侵略・自衛のいずれを問うものではない．世界の歴史の中にみられる
すべての戦争をみても，その当事者は，つねに正義の味方を呼号して行っ
てきている．どの戦争が自衛のためであり，どの戦争が侵略的であったか
は，一概に断定できるものではない．この憲法の第九条第一項は，すべて
の戦争を放棄しているのであり，そう理解するのでなければ，この憲法規
定はやはり前述の戦争概念から一歩もでることはできないというべきであ
ろう6）し，またその結果第二項の戦力の放棄の趣旨も生かされないので
ある．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
　第二項にいう「前項の目的を達するために」の‘‘目的”も，それは「国
際粉争を解決する手段として」の戦争をすることにかかるというようなも
のではなく，その目的は第一項の一切の戦争を放棄しようとする平和主義
体制の確立のための，大きな目的そのものでなければならない．それは
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「正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求」することと同義語でな
ければならない7）．この大きな目的があるからこそ，その目的達成のため
の手段として，第二項で，これまで国際社会で前例のなかった，軍備の完
全徹廃という思い切った規定が設けられる理由が存するのである．
　憲法改正審議のときの政府解釈のように，第一項では，不戦条約と同様
に自衛戦争はできるが，第二項で軍備がもてない，交戦権がないから，事
実上自衛戦争も，この憲法ではできなくなるという解釈では，それは目的
のない手段だけの解釈であり，不合理な見解である．
　さらに，憲法前文の「平和を愛する諸国民の公正と信義」，　ということ
ばを，先に引用したように解釈することは，この憲法を成立させる前提を
見誤っている見解といわなければならない．すなわち，「第九条，更には
この憲法全体は，世界のあらゆる国家，即ち具体的にいえば，米国もソ連
も，およそあらゆる国家が正義と秩序を尊重し，また平和を愛するもので
あるという前提に立ち，それを信ずることにおいて成立したものである．
従って世界の国家の間に二つの陣営の対立が生じ，わが国もそのいずれか
の陣営に属することによって，即ちいずれかの陣営の国々のみの公正と信
義に信頼して自己の生存と安全を保持しなければならないという事態にな
るというようなことは，この憲法の来本予想するところではなかったので
ある．もしもそうなったとすれば，それはこの憲法のよって以って立って
いるところの前提が狂ってしまったのである」8）．
　以上のべたところから，憲法第九条のかかげる平和主義の理念は，明ら
かに完全な平和主義体制の確立　　一切の戦争の放棄と完全な軍備の徹廃
　　を目指したものであり，今日の国際社会の通念を超越した理念にもと
ずいているものといわなければならない．
　戦争を否定することは，口にいうはやさしいが，実行にうつすことはな
かなか困難である．その原因は，現在の国際社会が国家という単位によっ
て構成され，それらの国家が，それぞれの主権を維持し，大なり小なりの
軍備を保有していることにある．すべての国家が軍備を徹廃することによ
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って，しごく簡単に世界の平和の達成一すくなくとも戦争の惨禍からま
ぬがれることができる。この自明の理がなぜ実現できぬかが今日の国際社
会の最大の悩みでもある．日本国憲法第九条は，国家の主権を維持しなが
ら，この悩みを克服しようとする実践規定である．
1）　本文第一節　　頁以下参照
2）　佐藤功「憲法解釈の諸問題」第一巻，p57，同様の解釈には，憲法議会にお
　ける政府解釈，岡田亥之三朗「日本国憲法審議要録」p218，229，横田喜三郎
　「戦争の放棄」（新憲法大系）p48，佐々木惣一「日本国憲法論」初版p196等
3）「前項の目的を達するために」についての解決は，いわゆる芦田説によって
　知られている．この点については．後述p18参照．なお佐々木教授は「第
　一項で戦争をしないとするのは，国際紛争解釈の手段としての戦争をしないと
　するのであるから，第2項で，第1項の戦争をしないという目的を達するため
　に，戦力を保持しないいとする場合その戦争が第一項で放棄されている戦争，
　すなわち国際紛争解決の手段としての戦争であることと法規解釈の論理上当然
　である．ゆえに自衛手段としての戦争に用いるものとしての軍備を有すること
　は憲法上許される」「再軍備問題と憲法」朝日新聞，昭和26年1月21日号
4）　大石義雄「憲法講義」p245
5）「もし平和を破壊し，侵略を企てるものがあれば，この破壊を防止し，この
　侵略を制止」することが真の積極的な平和主義になり得るとして，そのために
　は国際連合の軍事行動に対するわが国の協力を強調する説もある．横田喜三郎
　「朝鮮問題と日本の将来」p210以下．
6）宮沢教授は，すべての戦争は，なんらかの意味で，国際紛争を解決する手段
　としての役割りをもたないものはないとして，「たとえば，外国軍隊の不法な
　侵略に対して，自衛のために戦争を開始するのはその不法侵入に対し，不法侵
　略国とのあいだの主張の対立，つまり国際紛争を解決するひとつの手段として，
　戦争に訴えることにほかならない．この場合，両国のあいだに主張の対立がな
　ければ，戦争が生ずる余地はない．また制裁戦争というものも，被制裁国が制
　裁国の勧告等にしたがわず，被制裁国と制裁国とのあいだに主張の対立がある
　ので，それを解決する手段として，行われるのである」，とのべておられる．
　宮沢俊i義「日本国憲法」コメンタール，p167～168
7）　憲法改正議会における政府解釈も，「正義と秩序を基調とする，国際平和を
　誠実に希述し」と「前項の目的を達するために」とは並列的に説明する，前掲，
　審議録，p213
8）佐藤功，前掲，p76～77
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第二章　平和主義体制の崩壊
　第一節　現実的崩壊一再軍備政策の推移
　これまで再三のべてきた憲法に高く掲げられた，一切の戦争の放棄完全
非武装という平和主義体制は，その確立されたときから，現実の国際政局
の不安定による動揺を内包しながら，それでも，どうにか二・三年の間は
世界に類例のない完全非武装体制を法律的にも，現実にも維持してきた．
もちろん，それは占領下における，強力な連合軍の統制下にあったという
事実を無視することはできない．
　しかし，この体制も，政府が‘‘武力なき自衛権”1）を力説したにもかか
わらず，昭和25年6月25日の朝鮮動乱の勃発によいて，決定的な崩
壊の途をあゆみはじめた．具体的には，7月8日の総司令部による，警
察予備隊7万5000名創設，海上保安庁8000名増員の指令にもとずいた，
8月10日の警察予備隊令の公布（ポ政令260号）であった．
　吉田内閣は，警察予備隊は警察予備隊令のいう「……国家地方警察及び
自治体警察の警察力を補うため……」（第一条）に設けられたもので，「…
…（その）活動は，警察の任務の範囲内に限られるべきもの……」である
から，憲法にいう戦力にはならない，という立場を主張した2），しかし，
実際にそれは規模こそ小さいが，明らかに戦力を保持する軍隊の体裁をと
とのえていたというべきである3）．
　第二次大戦後の国際情勢は，資本主i義諸国と共産主義諸国という二つの
大きなグループに分れ，両老の対立は年々激化して，いわゆる‘‘二つの世
界の冷戦時代”を迎えるわけであるが，とくに両陣営の代表国アメリカと
ソ連との対立が戦後間もなく表面化するとともに，わが国は対日理事会に
おけるアメリカの優位，占領軍事体制のアメリカ化から，政府の政策も，
アメリカ依存によって支えられるようになってきた．
　このような情勢のもとで，アメリカの占領政策は，・日本を‘‘反共防壁”
とするための強力な政策となり，国内的にはもろもろの立法によって，容
14
共・反占領政策分子の取締を強化した．（例えば23年11月の国家公務員法
改正による，国家公務員のスト規制，24年4月の団体等規正令の公布，24年9
月の公務員の政治活動制限に関する人事院規則の施行等）・また，軍事面でも，
極東委員会が日本の非武装化の政策を発表（23年3月23日）したにも
かかわらず，その年の一月に，すでにアメリカのロイヤル米陸軍長官は
「初期の非軍事化から反共防壁に日本の占領政策を転換する」，と日本再軍
備の演説を行った．その後，アメリカ当局は，再三にわたって，日本の軍
事基地強化を表明した．そして，ついに昭和25年1月1日にマッヵ一
サー元帥は，その年頭所感で，「……この憲法の規定は，たとえどのよ5
な理屈をならべようとも，相手側から仕掛けてきた攻撃にたいする自己防
衛の冒しがたい権利を全然否定したものとは絶対解釈できない」とのべ，
日本国憲法のもとでも，再軍備の可能性のあることをほのめかして注目さ
れた，
　警察予備隊の誕生も，このような国際情勢の中での再軍備の胎動があっ
て，朝鮮動乱という具体的なぎっかけによって，現実にはしりだしたので
あったわけで，その後の経過からみても，つねにアメリカとの軍事協定を
母体として成長してきていることは，わが国の再軍備政策をみるときに，
絶対に無視できないものである．
　昭和26年9月8日対日講和条約が調印されたとき，同時に調印され
た日米安保条約（正しくは日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条
約）は，日本の再軍備の方向をはっきりと示すものであった4）．同条約の
前文では，　「……日本国が……直接及び間接の侵略に対する自国の防衛の
ため，漸増的に自ら責任を負うことを期待」した．このいわゆる自衛力漸
増方針は，その後のアメリカの軍事援助の内容と日本政策に一貫してとら
れた方針である，そして同条約はさらに日本の防衛体制が確立するまで
「アメリカ合衆国の陸軍・空軍及び海軍を日本国内及びその附近に配備」
し，　「この軍隊は……外部からの武力攻撃に対する日本国の安全に寄与す
るために使用することができる」（同条約第一条）とした．このアメリカ
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政府の合憲解釈によって，駐留軍は，日本の防衛体制確立までの事実上の
戦力となった，
　安保条約のいう，自衛力漸増の‘‘期待”は，その後，昭和28年10月
30日の日米会談終了のときに出された共同声明で，　明白に自衛力漸増で
意見の一致をみたことの宣言となり，さらに，翌年3月8日調印された
M・S・A協定（正しくは日本国とアメリカ合衆国との間の相互防衛援助協
定）では，　「……日本国政府は……自国の政治及び経済の安定と矛盾しな
い囲範で，その人力・資源・施設及び一般的経済条件の許す限り，自国の
防衛力及び自由世界の防衛力の発展及び維持に寄与し，自国の防衛能力の
増強に必要なることがあるすべての合理的な措置をとり，且つアメリカ合
衆国政府が提供するすべての援助の効果的な利用を確保するための適当な
措置を執るものとする」（第8条後段）と規定し，再軍備を明確に義務づ
けた．
　このような国際協定による再軍備への具体化と相侯って，国内体制も警
察予備隊から保安隊（昭和27年10月15日発足）そして自衛隊（昭和
29年7月1日発足）へと，再軍備漸増方針が着々とすすめられ，吉田
内閣の‘‘戦力なき軍隊”の諸弁的合憲解釈にもかかわらず充分に戦力を保
持した軍隊に成長した．かくして，再軍備の創生期は，M・S・A協定の締
結と，自衛隊の創設によって完成された。
　その後は，昭和29年12月10日の鳩山内閣の成立によって，自衛隊
と憲法第九条との関係についての見解が示めされ，それまで吉田内閣の維
持してきた憲法解釈をすてて，自衛隊は違憲にあらずという政府統一見
解5）がだされて，政策の上では憲法上，防衛のための軍隊を保持できると
いう解釈にもとずいて，再軍備政策も整備期に入り今日に至っている，
　1）吉田首相は，昭和25年1月26日の参議院本会議で，「自衛権の問題につ
　　いては，武力がなくても，あると考える，あたかも武士が廃刀令により，両刀
　　を捨てることが自衛できぬような考えをもつことがあるが，武力がなくても自
　　衛はでぎる」，　とのべ，さらに翌27日の衆議院本会議で「私が参院でいった
　　ことは，両刀をも使わざる自衛権だ」，とのべている．
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2）昭和25年7月30日の第8臨時国会の衆議院外務委員会で吉田首相は，
　警察予備隊は治安のためで軍隊ではないと表明した．しかし，一般には警察予
　備隊は違憲であるとする見解が多く，中でも左派社会党は鈴木茂三郎委員長を
　原告として，警察予備隊は戦力で憲法に違反するとして，その設置に関する行
　政行為の取消を求める訴訟を，昭和27年3月に最高裁判所に提起したが，
　最高裁判所は，昭和27年10月8日，大法廷（民集6巻9号783頁）で，
　裁判所は具体的な争訟に関連してのみ法令の審査権をもつにすぎず，法令の抽
　象的審査権を有しないとして，これを却下した．
3）警察予備隊の創設当時の装備は，アメリカの特別極東軍事予備計画（SFRP）
　に基いて，25年10月，各キャンプにカービソ銃が配分され，続いて口径30
　機関銃，口径50機関銃，口径45短機関銃2．36イソチロケット弾発射筒，
　60ミリ迫撃砲が米軍から貸与，米軍顧問官が管理した．主要武器保有量は，
　小火器78，601個，迫撃砲155門，ロケット720個，となっている．また経
　費は200億円で国民所得の3．82％一般会計歳出の3．01タ6となっている．
4）対日講和条約は単独講和か全面講和かで論議されたが，結局全面講和が成立
　しなかったことは，昭和26年2月14日の中ソ友好同盟相互条約が調印さ
　れたことで，アメリカを強く刺戟し，対日講和早期締結にふみきったといわれ
　る．また講和の条件として，アメリカ側から日本政府に対して防衛体制につい
　ての強い希望がだされることも予期され，政府当局では，昭和26年5月頃か
　ら，本格的な防衛計画を検討していたといわれる．昭和27年1月8日の朝
　日新聞によると，そのときの防衛計画は，まず予備隊ならびに海上保安庁の第
　一線機関の中竪幹部を訓練するための機関を新設する．予備隊は第一に機動力
　の高度化を図り，つぎに装備を強化する．海上保安庁の所属部隊は海面から侵
　攻をうけた場合，上陸用舟艇にのりかえて来る敵を波うちぎわで撃退するとい
　う最少限の作戦のための小艦艇を編成する．そしてこれを講和調印後具体的細
　目を検討して，27年度予算に計上する計画であった．
5）鳩山内閣は，昭和29年12月22日，自衛隊と憲法との関係について，従
　来の吉田内閣の見解をすてて，おおよそ次のような政府統一見解を示した．
　「①自衛権は独立国が保有する当然の権利で，憲法はこれを否定していない．
　②憲法は戦争を放棄しているが，自衛のため，他の国の武力攻撃を阻止するこ
　とは，憲法で禁止されている国際紛争解決のための武力行使とは，本質を異に・
　する．③自衛隊は，外国からの侵略に対処する任務を有しているが，かかるも
　のを“軍隊”というなら，自衛隊も軍隊といえる．④自衛隊のような自衛のた
　めの任務を有しそのため必要とする範囲の実力部隊を設けることは，なんら違
　憲ではない．朝日新聞，昭和29年12月22日，
17
　第二節　理論的崩壊一憲法第九条の理念の不在化
　憲法第九条の平和主義体制確立という理念は，政府の再軍備政策の推進
によって現実的に空洞化するとともに，理論的にも崩壊作用がはじまった．
そのまず第一の原因は，憲法第九条の指向する平和主i義の理念が，現実の
国際社会のそれにくらべて，理想主義的であったことである．このことは
昭和21年4月5日の対日理事会第⊥回会議で演説したマッカーサー元
師の言葉の中に示されている．つまり「（戦争放棄の日本の提案），これは
道を　　ただ一つの道をさし示すものである．連合国の安全保障機構は，
その意図は賞讃すべきものであり，その目的は偉大かつ高貴であることは
疑えないが，しかし日本がその憲法によって一方的に達成しようと提案す
るもの，すなわち国家主権の戦争放棄ということを，もしすべての国家を
通じて実現せしめうるならば，国際連合の機構iの永続的な意図と目的とを
成就せしむるものであろう．戦争放棄は，同時的かつ普遍的でなければな
らない．それは全部か，しからずんば無である」1）．
　また，憲法改正議会において，佐々木惣一議員は，もっと卒直にこのこ
とについて次のように発言している．「世界は……平和的に正義を実現す
るのであるが，併し此の平和的に正義を実現するということは，日本だけ
のことちゃない．日本だけの責任ぢゃないのだ．是は皆の国が相寄って其
のことに寄与するというのでなくちゃならぬ．それでありまするから，我
々は如何に平和的に正義を実現すると申しましても，此の世界の現実とい
うものを見なければならぬ．此の世界の歴史的現実というものをはなれて，
観念的に問題を考へることは，此処に非常な危険があるのみならず，是れ
は本当の意味においての即ち共生体の理論に適はないと私は思うのであり
ます」2）．だから，憲法第九条のいう戦争をしないもしくは軍備をもたな
いという宣言は，一国だけで国内法的に主張しても弊害あるのみで実益は
ない．日本だけでものをいっても，役にたたないのではないかということ
になる3）．
　このようなマッカーサー元師や佐々木議員の見解には，憲法第九条が理
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想主義的であり現実的でないことを示唆している4）。そしてこの理想主義
と現実のずれが，そのまま政府の再軍備政策の推進とともに，再軍備を肯
定する憲法解釈の母体となってゆくのである．
　かくして，憲法第九条の平和主義体制の理念の崩壊作業は，この規定の
もとにおいても自衛戦争を行うことはできるとする解釈によってまずすす
められる．その根拠となるものは，憲法第九条第一項の「国際粉争を解決
する手段として」の戦争とは侵略戦争であり，自衛のための戦争，制裁の
ための戦争は何ら放棄されているものではないとする見解で，すでに前章
においてのべてきた通りである．
　が，この見解はすでに憲法改正議会における政府答弁の中にその繭芽が
あった．つまり憲法第九条第一項の規定は，不戦条約のそれと同じであっ
て5），「固より自衛戦争を否定するという明文を備えて」6）居ない。従って，
「第一項は〈他国との間の紛争解決の手段として〉という条件がついてお
ります，従って，防禦的戦争というものが，此の中に入って居るか，入っ
て居らぬかという疑問が起る訳であります．言葉としては，入っていない
という風に解釈できるだろうと思います」7）．
　次に，自衛戦争が憲法上可能であるとすれば，当然そのための軍隊の保
有も憲法上是認されたものでなければならない．憲法第九条にそれを求め
る理論的展開は，芦田均氏による憲法第九条第二項の「前項の目的を達す
るため」という，その‘‘目的”の解釈から，第二項にいう戦力不保持の宣
言は，侵略戦争にのみ適用され，自衛戦争，裁戦争のための軍備の保持は
何ら憲法に違反するものではない8）．この理論は，再軍備政策の創成期の
立役者であった吉田内閣の採用するところとはならなかったが，鳩山内閣
に至って政府の見解として採用された．
　吉田内閣は，その再軍備政策の漸増方針にあわせて，憲法解釈もたくみ
に変化さぜていった．いわゆる戦力論の変遷がこれである．
　昭和25年警察予備隊が発足して当時，政府は，　「警察予備隊は治安推
持のためのもので軍隊ではない」とのべるとともに，昭和26年1月18
19
日，法務府の第九条解釈を次のようにのべて，芦田説を否定すると同時に
憲法第九条のもとでは，いかなる戦力も保持できないことを強調した．
「憲法第九条第二項によれば，陸海空軍の戦力は保持できないことになっ
ているが，これは，国際平和を誠実に希求するためと解釈すべきで，芦田
氏の云うように国際粉争を解決する手段としての戦力が否定されているだ
けではない．この解釈は，憲法制定当時からの一貫した法務当局の解釈で
ある．従って，この憲法のもとでは，いかなる戦力も保持することは認め
られていないわけである」9）．
　政府の戦力解釈論は，保安隊が創設された直後の閣議で承認された法制
局要綱に集約された．当時の新聞報道によると，それは次の8項目である．
「①，憲法第九条第二項は，侵略の目的たると自衛の目的たるとを問わず
〈戦力〉の保持を禁止している．②，右にいう〈戦力〉とは，近代戦遂行
に役立つ程度の装備，編成を具えるものをいう．③，〈戦力〉の基準は，
その国の置かれた時間的，空間的環境で具体的に判断せねばならない．④
「陸海空軍」は戦争目的のために装備編成され組織体をいい，「その他の
戦力」とは，本来は戦争目的を有せずとも実質的にこれた役立ち得る実力
を備えたものをいう，⑤，戦力とは人的物的に組織化された総合力である．
従って単なる兵器そのものは「戦力」の構成要素ではあるが，「戦力」そ
のものではない．兵器製造工場のごときも無論同様である．⑥，憲法第九
条第二項にいう「保持」とは，いうまでもなくわが国が保持の主体たるこ
とを示す，米国駐留軍は，わが国を守るために米国の保持する軍隊である
から，憲法第九条の関するところではない．⑦，「戦力」に至らざる程度
の実力を保持し，これを直接侵略防衛の用に供することは違憲ではない．
このことは有事の際，国警ク～部隊が防衛に当るのと理論上同様である．⑧，
保安隊及び警備隊は「戦力」ではない．これぱ保安庁法第4条に明らかな
如く「わが国の平和と秩序を推持し，人命及び財産を保護するため，特別
の必要がある場合において行動する部隊」であり，その本質は警察上の組
織である．また客観的にこれを見ても保安隊等の装備編成は決して近代戦
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を有効に遂行し得る程度のものではないから，憲法の「戦力」には該当し
ない．」10）
　この要綱によると「戦力」は，その国の置かれた時間的，空間的環境で
具体的に判断されるもので，しかも近代戦争遂行に役立つ程度の装備，編
成を具えていなければならない．そこで，これに附加される政府見解によ
ると，わが国の現時点の国内的，国際的環境のもとでは，近代戦遂行に役
立つ戦力とは核装備をもつ程度のものでなくてはならない．従って核装備
をもたない保安隊は戦力に至らざる実力しかもたないから，憲法の「戦
力」には該当しない．この論法は，自衛隊の創設においても堅持された．
しかしながら，この見解はその時期になるともはや，政府のメソッの問題
でしかなかった。政府の責任者が交替すれば，ただちに自衛戦力の合憲化
が肯定される寸前まで，現実の自衛隊の規模が成長していた．はたせるか
な，鳩山内閣は，自衛戦力の合憲化に努力し，遂にその目的を達した．
　政府の憲法解釈が，再軍備の合憲化に成功したことは，究極には憲法第
九条が，完全な平和主義体制の確立を宣言していることに不安をいだき，
国際社会の一般的な平和主義の理念に追随せざるを得なかったためである．
　1）　「憲法制定の経過に関する小委員会報告書」，憲法調査会事務局編，p320
　2）前掲，審議録，p301～302
　3）佐々木議員は，その後の著作においてもこの主張をくずさず，第九条は不戦
　　条約の理念以上のものではないことを主張する．また，高柳賢三氏は，マ元師
　　がその後の憲法の解釈で，日本は自衛のためにはいかなる措置をとりうるとし
　　て，九条の成文の規定を抹殺するかの如き態度をとりながら，他面これを不朽
　　の記念塔として大切に保存すべきであるとする解釈を，複線的解釈であるとし，
　　第九条は，そのような解釈がゆるされるものであると主張される．高柳賢三，
　　天皇，憲法第九条，p84以下
　4）制定当時の政府答弁も，第九条がきわめて高い理想主i義につらぬかれている
　　ことを認めている．前掲，審議録，p58
　5）前掲，審議録，p401
　6）　前掲，審議録，P118
　7）前掲，審議録，p427
　8）芦田均「新憲法解釈」p36，朝日新聞昭和26年1月10日．
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9）朝日新聞，昭和26年1月18日，
10）　朝日新聞，昭和27年11月25日
お　わ　り　に
　以上で本稿は終るが，本稿はむしろ，これから先に検討されるべき問題
の序文にしかすぎないのである．その問題とは一体日本の安全保障体制の
真の姿はどうあるべきかという課題である．今日，我が国の安全保障体制
がアメリカとの軍事協定によって支えられていることは事実である，この
支柱にとってかわろうとする日本の再軍備の強化が果して正しい安全保障
体制となりうるか．自衛力の増強というが，それは必畢これまでの歴史の
なかにみられる軍拡競争ではないか．このように考えれば再軍備強化によ
る安全保障体制は平和主義体制の面からはなはだ疑問とせざるを得ない．
国家の安全保障とは一体何かという課題は，現実国際政治の諸現象と共に，
きわめて複雑な問題を内包している．いずれあらためてこの問題にとりく
んでみるつもりでいる．
